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室蘭市立地適正化計画改定支援業務委託仕様書

１ 適用範囲

この仕様書は、室蘭市（以下「発注者」という。）が受注者に委託して行う「室蘭市立地適

正化計画改定支援業務委託」に適用するものとする。

２ 業務の目的

本市では、平成 30 年度に室蘭市立地適正化計画（以下「本計画」という。）及び室蘭市地域

公共交通網形成計画を策定しコンパクトなまちづくりを推進しているところであるが、計画策

定から 5年が経過することを踏まえ、目標の達成状況を確認するとともに、令和 2 年度の都市

再生特別措置法の一部改正を踏まえ、本計画に「防災指針」を追加することを目的とする。

３ 履行期間

契約締結の日から令和６年３月１９日まで

４ 業務内容

（１）本計画の目標達成状況の確認

①当初計画と現状との差異の確認

令和5年度早期に国立社会保障・人口問題研究所より公表予定の次期将来人口推計結果

や、市内における現状の施設の立地状況等に基づき、当初計画との差異を確認する。

（２）防災指針の作成

①災害リスク分析

GIS（地理情報システム）を活用し、人口、建物、都市機能、避難所、公共交通軸、居

住誘導区域等の都市の状況と災害ハザード情報を重ね合わせた災害リスクの俯瞰図を作

成し、居誘導区域内外の災害リスクを分析する。

②課題の整理

上記①を踏まえ、本市が有する災害リスクを課題別に抽出し整理する。

③防災まちづくりの方針検討

上記②を踏まえ、課題解決に向けて必要な防災まちづくりの方針を検討する。

④防災指針の作成

上記①～③を踏まえ、防災指針を作成する。

（３）打合せ協議

①打合せ協議は、着手時、中間、納品時の3回を基本とする。

５ 業務計画書の提出

（１）受託者は、契約締結後１５日以内に業務計画書を作成の上、発注者に提出し、承認を得

ること。

（２）業務計画書には、下記事項を記載すること。

①業務概要 ②実施方針

③工程表 ④業務実施体制
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⑤打合せ計画 ⑥成果品の内容

⑦使用する主な図書及び基準 ⑧連絡体制（緊急時を含む）

⑨照査計画 ⑩その他必要事項

（３）受託者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にした上でその都度、

発注者に変更業務計画書を提出し、承認を得なければならない。

６ 成果品

（１）本業務が完了した時は、成果品を以下のとおり作成する。

① 報告書 ２部

② 上記電子データ １式

（２）報告書は、発注者が編集可能な形式で作成すること。

（３）原則としてＡ４縦型左綴じ製本とすること。

７ 業務実績情報システム（テクリス）への登録

受託者は、契約時又は変更時において、業務実績情報システム（テクリス）に基づき、受

注・変更・完了・訂正時に、業務実績情報を「登録のための確認のお願い」により業務担当

員の確認（記名・押印）を受けた上、受注時は契約締結後１５日（休日等を除く）以内に、

登録内容の変更（「委託期間」「技術者（管理技術者等）」の変更）時は変更があった日から

１５日（休日等を除く）以内に、完了時は完了検査合格後１５日（休日等を除く）以内に、

訂正時は適宜、登録機関に登録申請をしなければならない。「登録のための確認のお願い」

については、業務担当員が記名・押印した原本を受託者が保管し、複製を委託者が保管する

ものとする。また、登録が完了した際には、登録機関発行の「登録内容確認書」をダウンロ

ードし、直ちに業務担当員に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が１５日

間（休日等を除く）に満たない場合は、変更時の提出を省略できるものとする。

８ その他

（１）本業務の実施に当たっては、十分な業務遂行能力を有する適正な人員と体制を確保し、

関係法令及び条例等を遵守するとともに、発注者と連絡調整を密にすること。

（２）本業務の実施にあたり疑義が生じた場合は、速やかに発注者と協議し、その指示に従う

こと。

（３）貸与する資料は、発注者の請求があったとき、又は業務完了時のいずれかの時期までに

返却すること。

（４）受託者は、室蘭市から提供を受けた資料及び業務上知り得た事項等を第３者に漏らして

はならない。

（５）本業務中に第３者から受けた又は、与えた損害については、受託者の責任において処理

し、これらにかかる費用は、すべて受託者が負担するものとする。本業務終了後といえど

も受託者の瑕疵等に起因する不良な箇所が発見された場合は、速やかに修正やその他必要

な作業を、受託者の負担において行うものとする。

（６）本業務の成果品に係る著作権については、発注者に帰属する。

（７）個人情報の取扱については、十分に注意すること。
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（８）本業務の完了後といえども、受託者の失策または不備が発見された場合、速やかに書類

及びデータ等の訂正をしなければならない。これに要する経費は受託者の負担とする。

（９）受託者は成果品の提出前に、その内容について管理技術者等が入念に照査検討を行い提

出すること。

（１０）本委託業務の遂行にあたり、協議会や室蘭市議会への協議・報告に係るスケジュール

について、発注者と協議し把握すること。

（１１）本仕様書に定めのない事項については、その都度発注者と協議すること。


